
（逐条解説消防組織法第三版 ４条の解説（抜粋）Ｐ８７）

本条の所掌事務については、消防庁長官が統括し（国家行政組織法第十条）、当該事務に
関する法律の定めるところにより、総務大臣の権限とされているものにあっては総務大臣
の権限行使を補佐し、その他のものにあっては、総務大臣の統括の下に、自ら処理し、又
は補助機関をして処理される。この場合において、法律に特段の定めがない限り、国民な
いし地方公共団体の権利や自由を制限し、又は義務を課すことはできない。地方公共団体
に対しては、一般的に、消防庁長官は、第三十七条による助言、勧告及び指導を行うこと
ができる。

消防組織法（昭和二十二年十二月二十三日法律第二百二十六号）（抜粋）
（消防庁の任務及び所掌事務）
第四条 消防庁は、消防に関する制度の企画及び立案、消防に関し広域的に対

応する必要のある事務その他の消防に関する事務を行うことにより、国民の生命
、身体及び財産の保護を図ることを任務とする。
２ 消防庁は、前項の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。
十五 防災計画に基づく消防に関する計画（第二十九条において「消防計画」とい
う。）の基準に関する事項

（都道府県の消防に関する所掌事務）
第二十九条 都道府県は、市町村の消防が十分に行われるよう消防に関する当

該都道府県と市町村との連絡及び市町村相互間の連絡協調を図るほか、消防に
関し、次に掲げる事務をつかさどる。
七 市町村の消防計画の作成の指導に関する事項

災害対策基本法（昭和三十六年十一月十五日法律第二百二十三号）（抜粋）
（定義）
第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各
号に定めるところによる。
七 防災計画 防災基本計画及び防災業務計画並びに地域防災計画をいう。
十 地域防災計画 定地域に係る防災に関する計画で、次に掲げるものをいう。

イ 都道府県地域防災計画 都道府県の地域につき、当該都道府県の都道府
県防災会議が作成するもの

ロ 市町村地域防災計画 市町村の地域につき、当該市町村の市町村防災会
議又は市町村長が作成するもの
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市町村消防計画の基準

消防組織法（昭和二十二年法律第二百二十六号）第四条第十五号〔現行＝第十四号〕の規定に基づき、
市町村消防計画の基準を次のように定める。
市町村消防計画の基準
（目的）
第一条 この基準は、市町村が作成する消防計画について、必要な事項を定めるものとする。
（基本方針）

第二条 消防計画は、市町村の消防機関が災害に対処できるように、組織及び施設の整備拡充を図る
とともに、防災活動の万全を期することを主眼とするものでなければならない。
（消防計画の大綱）
第三条 消防計画の大綱は、次のとおりとする。
一 消防力等の整備に関すること。
二 防災のための調査に関すること。
三 防災教育訓練に関すること。
四 災害の予防、警戒及び防ぎよに関すること。
五 災害時の避難、救助及び救急に関すること。
六 その他災害対策に関すること。

（消防計画の内容）
第四条 消防計画の内容は、別表のとおりとする。
（消防計画の修正）

第五条 市町村は、消防計画について、毎年検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正し
なければならない。
附 則
この告示は、昭和四十一年四月一日から施行する。

昭和四十一年二月一七日
消防庁告示第一号

別表 

計画の種別 計画の指針 計画の項目 

一 組織計画 市町村の消防機関が

災害に対処するため

の組織に関する計画

をたてておく。 

一 事務機構 

(一) 平常時の消防本部、消防署、

消防団及び訓練機関の事務機構 

(二) 非常災害時の消防本部、消防

署、消防団及び訓練機関の事務機構

二 災害時の消防隊の編成 

(一) 通常災害 

ア 消防本部及び消防署の部隊編

成 

イ 消防団の部隊編成 

(二) 非常災害 

ア 消防本部及び消防署の部隊編

成 

イ 消防団の部隊編成 

ウ 訓練機関の部隊編成 

二 消防力等の整備計

画 

消防の施設及び人員

の現況を把握し、施設

の整備拡充と人員の

確保を図るための計

画をたてておく。 

一 消防力等の現況 

(一) 人員 

(二) 施設 

(三) 資器材 

二 消防力等の増強 

(一) 人員 

(二) 施設 

(三) 資器材 

三 消防力等の更新 

(一) 施設 

(二) 資器材 

四 施設及び資器材の整備点検 

(一) 定期 

(二) 災害後 

 

三 調査計画 災害に対して、的確な

防災活動ができるた

めの、調査に関する計

画をたてておく。 

一 消防地理調査 

二 消防水利調査 

三 災害危険区域等調査 

四 被害想定図の作成 

四 教育訓練計画 消防職員及び消防団

員を教育訓練するた

めの、計画をたててお

く。 

一 教育 

(一) 学校教養 

(二) 一般教養 

(三) 委託教養等 

二 訓練 

(一) 基礎訓練 

ア 規律訓練 

イ 車両訓練 

ウ 操法訓練 

(二) 火災防ぎよ訓練 

ア 基本訓練 

イ 建物火災防ぎよ訓練 

ウ 林野火災防ぎよ訓練 

エ 船舶火災防ぎよ訓練 

オ 車両火災防ぎよ訓練 

カ その他火災防ぎよ訓練 

(三) 水災防ぎよ訓練 

ア 基本訓練 

イ 水防訓練 

ウ 浸水地域内火災防ぎよ訓練 

(四) 救助救急訓練 

ア 救助訓練 

イ 救急訓練 

(五) 総合防災訓練 
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五 災害予防計画 災害を未然に防止し、

被害を最小限度に止

めるための計画をた

てておく。 

一 火災予防指導 

(一) 防火管理者 

(二) 危険物取扱主任者 

(三) 消防設備士 

(四) 各団体等 

二 火災予防査察 

(一) 査察対象物の指定 

(二) 査察の実施 

ア 定期査察 

イ 臨時査察 

ウ 特別査察 

三 風水害等の予防指導 

四 広報活動 

六 警報発令伝達計画 異常気象時における

火災警報等を発令、解

除、伝達及び周知する

ための計画をたてて

おく。 

一 火災警報 

(一) 警報発令及び解除 

(二) 警報の伝達及び周知 

二 その他警報の伝達及び周知 

七 情報計画 災害の状況を収集し、

関係機関に報告、通報

するための計画をた

てておく。 

一 情報収集 

二 情報報告及び連絡 

三 情報広報 

四 情報記録 

 

八 火災警防計画 火災を警戒し、及び鎮

圧するための計画を

たてておく。 

一 消防職員及び消防団員の招集 

(一) 火災警報発令時 

(二) 通常火災時 

(三) 非常火災時 

(四) その他火災時 

二 出動 

(一) てい察 

(二) 通常火災 

(三) 非常火災 

(四) 応援 

(五) その他 

三 警戒 

(一) 火災警報発令時 

(二) 災害時 

(三) その他 

四 通信 

(一) 平常時の通信体制 

(二) 非常時の通信統制 

五 望楼 

(一) 望楼の指定 

(二) 望楼発見区域図 

六 火災防ぎよ 

(一) 危険区域 

(二) 特殊建物 

(三) 危険物 

(四) 放射性物質 

(五) 林野 

(六) 船舶 

(七) 車両 

(八) その他 

 

九 風水害等警防計画 風水害等を警戒し、及

び防ぎよするための 

計画をたてておく。 

一 消防職員及び消防団員の招集 

二 出動 

三 資器材の配備 

四 監視警戒 

五 事前措置の指示の方法 

六 通信統制 

七 応急給食 

十 避難計画 住民の生命、身体を災

害から保護するため

の避難に関する計画

をたてておく。 

一 勧告及び指示の基準 

二 勧告及び指示の伝達 

三 避難場所の指定及び誘導方法 

四 避難場所の警戒 

十一 救助救急計画 傷病者が発生したと

きに救助救急を的確

に行なうための計画

をたてておく。 

一 非常招集 

二 出動 

(一) 平常時 

(二) 非常時 

三 通信統制 

四 医療機関等との協力体制 

(一) 平常時 

(二) 非常時 

十二 応援協力計画 市町村相互及び関係

機関等との応援協力

に関する計画をたて

ておく。 

一 協定機関 

(一) 地方公共団体 

(二) 関係機関 

(三) その他団体 

二 応援の方法 

三 資料の交換 
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